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１．はじめに

２００５年９月に中央教育審議会は『新時代の大学

院教育─国際的に魅力ある大学院教育の構築』を

答申した。“大学院”の名称を冠した審議会答申が

出されたのは，通信制大学院や専門職大学院等の

個別具体的な制度の創設を提言したものを除くと，

１９９１年の『大学院の整備充実について』，『大学院

の量的整備について』以来，実に１４年ぶりのこと

である。わが国の大学院教育が大きな転換点を迎

えつつあるという政策立案者側（文部科学省）の

現状認識を強く印象付けるものであった。

『新時代の大学院教育』では，大学院改革の

「基本的な考え方」として，「大学院教育の実質

化」と「国際的な通用性・信頼性の向上」の２つ

を掲げている。これら基本的な考え方を支える諸

条件の第一に挙げられているのは，大学院が担う

べき人材養成機能である。同答申では①「創造性

豊かな」研究者
� � �

等，②高度専門職業人
� � � � � � �

，③「教育

と研究の能力を兼ね備えた」大学教員
� � � �

，④「知識

基盤社会を多様に支える」知的人材
� � � �

の４つに整理

されている。人材養成の対象（傍点部）のみに着

目すればとくに目新しいものはなく，時代に適合

した「形容詞」が付けられているだけである。そ

の心は，各大学院に対して，課程の目的を明確化

し，高等教育の国際化をも視野に入れて体系的な

教育プログラムの整備（コースワークの充実・強

化）に力を注ぐように誘導することにあるように

見える。

しかしながら政策的意図を汲んで実際に大学院

教育の改革を推進するか否かは，個々の大学教員

さらにはその組織体である専攻／研究科の取り組

みにかかっている。答申から数年を経過した現在，

大学教員たちは，答申に示された改革の方向性を

どのように捉え，それに対応しようとしているの

か（いないのか）。こうした観点から，われわれ

（大学評価・学位授与機構学位審査研究部）の研

究グループでは，２００８年度に理工系の大学院修士
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要　旨

この四半世紀における大学の変貌は著しい。理工系の大学教員はどちらかと言えば，石橋をたたいても

渡らぬ性格であることを考えると，中央教育審議会答申『新時代の大学院教育』（２００５年）における諸提

言に対して，大学院とりわけ修士課程教育を担当する教員たちがどのように対処しているのかは興味深い。

そこでわれわれは，理工系大学院の修士課程の専攻を対象として実施したアンケート調査から，教育目的

や，目的に対して有効と考えられている教育手法に関して分析を行った。その結果，修士課程修了後の進

路状況にかかわらず，答申が提言する体系的な教育プログラムよりも，旧来の研究室教育のほうが非常に

高く評価されていることが判明した。調査にみられた大学教員の意識および修士課程教育に携わってきた

者としての経験を踏まえ，研究室教育の潜在的機能（隠れたカリキュラム）の存在について考察した。

キーワード

理工系大学院，修士課程教育，研究室教育
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課程を対象としたアンケート調査を実施した１。

理工系の修士課程を対象としたのは，後述のとお

りわが国の大学院生の約半数を占め，歴史的にみ

ても大学院教育が早くから最も定着・成功した例

と目されるからである。本稿はこの調査の集計結

果をもとに，理工系（理と工に共通の）修士教育

が目指す目標，ならびに今後の課題を考察するも

のである。

２．最近２０年の理工系大学院施策の原点

２.１　大学院教育に関する戦後の大きな流れ

はじめにでも述べたように，『新時代の大学院

教育』に示された改革の方向性は，大学院の目的・

機能に関して必ずしも目新しい内容を含むもので

はなく，むしろ各機関の目的・機能に応じて教授

方法やカリキュラムの改変を求めるものであった。

なぜ，このような提言がなされるに至ったのか。

その背景を理解するためには，これまでのわが国

の大学院の歴史的展開を把握しておくことが必要

であろう。

第二次大戦後の大学院教育は，アメリカ型の課

程制大学院のシステムを導入してスタートしたが，

その実態，すなわち，当時の文部省と大学の意識

は戦前の研究者育成理念のままであったことはよ

く知られている２。修士課程について言えば，研

究室における徒弟的な博士前期課程としての教育

には明確な教育目標がなかったにもかかわらず，

問題になることはなかった。１９６３年（昭和３８年）

の中教審による，いわゆる三八答申「大学の教育

改善について」では，修士課程を職業人養成の場，

博士課程を研究者養成の場とすることが示されて

いる。また，１９７４年の大学院設置基準において，

修士課程教育の目的に，研究者育成とともに，高

度専門職業人の育成が掲げられたが，研究志向の

強かった教員の教育意識に大きな変化はなく，教

員にとって修士課程における教育は単に優れた研

究者を育成する前段階であり，本格的に教育カリ

キュラムに手が加えられることは殆どなかった。

その要因の一端は，大学院の量的規模が小さ

かったことに求めることができるだろう。図１に

は大学院教育の黎明期とも言える１９５０年代からの

大学院学生数の推移を示している３。オイル

ショック後の不況期を除けば，学生数は常に増加

し続けてきたものの，１９６５年から１９８５年にかけて

１　本論文における「理工系」は，「理学と工学を合わせた」狭義の理工学系を表し，我が国の「理工農学系」から，医薬

学・農学系および一部の生命・環境等に関連する学際的な学系を除いた分野を指している。これはアンケート調査の対

象を工学，理学，理工学に限定したことによる。
２　黒羽亮一『戦後大学政策の展開』玉川大学出版部，２００１年，７８-８０頁。
３　学校基本調査：高等教育機関：年次統計「大学院在籍者数（修士＋博士＋専門職）」に基づき作成。

図１　大学院学生数の推移
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の２０年間（以下第一期とする）の増加率は，国全

体で年平均２,０００人強の増加にすぎなかった。

こうした状況を一変させ，大学院の拡充がわが

国の高等教育施策として重要な意味を持つに至っ

たのは，１９８６年の臨時教育審議会第二次答申４の

第四章「高等教育の改革と学術の振興」に，「大

学院の飛躍的充実と改革」という項が設けられ，

具体的な提言が盛り込まれたことがきっかけであ

る５。この答申の提言には，修士課程では「高度

専門職の養成と研究の場としての整備・拡充」が，

また，博士課程では「研究者の育成に力点を置い

た整備・充実」がうたわれており，明らかに大学

院学生の数的増大が目標に組み込まれている。さ

らに１９９１年の大学審議会答申『大学院の量的整備

について』では，１９９１年から２０００年の間に大学院

学生数を倍増することが打ち出された６。

これを受けてわが国の大学院は急激に拡大した。

１９９１年に大学院を設置している大学は，国公私立

を合わせて３２０校，大学院学生総数は９８,６５０人で

あったが，２０００年には，４７５校，２０５,３１１人に達し

ている。学生数で見ても，１９９０年代に入ってから

明らかに増加率が高まっている。１９８５年から２００５

年の２０年間（以下第二期）の増加率は，第一期よ

りはるかに大きく，年平均９,２００人強である。『大

学院の量的整備について』において，大学院学生

数の倍増を目標とした２００１年までの１０年間は，大

学院学生数の増加率がわが国の教育史において最

大の時期であるが，この間の増加は年平均１２,０００

人に迫る勢いである。第一期と第二期の２０年間を

比べてみると，大学院学生数の増加は前者では２.４

倍，後者では３.７倍である。１９９１年からの１０年間で

大学院学生数を倍増するという目標は比較的容易

に達成された。大学院拡充施策の浸透がいかに順

調であったかがうかがえる。

２.２　理工系大学院教育の量的拡大と施策の関係

前節では大学院学生数全体の推移について，

１９８５年までの２０年間（第一期）とその後の２０年間

（第二期）を比べてみると，前者では２.４倍，後者

では３.７倍の学生数の増加であることを指摘した。

しかし，理工系（理と工を合わせた）大学院学生

数に限ると，同時期の増加の割合はそれぞれ２.９倍，

３.４倍であり，大学院重点化の勢いに押されて幾分

増加率が上昇したという程度である。理工系にお

いては，他の専門分野に対して相対的に，早い時

期（第一期）から量的拡大が始まっていた（図２

も参照）。

全修士課程修了者に対する理学，工学分野の割

合を見ても，１９９０年頃までは６０％弱であり，その

後他の専門分野の修了者数の急増に伴い，その割

合は幾分低下したが，１９９９年は５６％，２００７年は

５１％であり，学際分野（＝統計上，工学にも理学

にも分類されない）の広がり等を考慮すると大勢

には大きな変動はないと見ることができる。学部

の卒業生のうち理工系が占める割合は２０％程度で

推移しているのに対して，修士課程では依然とし

て，理工系が修了者（学生数）の半数を占めてい

るのである。

理工系において修士課程がいち早く量的拡大を

開始したのは，修了者の進路状況とりわけ就職状

況が良好であったことによるものであることは言

うまでもないだろう。最近４０年の理・工学分野の

修士課程修了者数およびその就職・進学率を，学

校基本調査７をもとに作成したものが図２である。

就職率は，２.１に述べた第一期にすでに７０％弱から

８０％強まで上昇し，１９８０年以降は最近までほぼ

８０％をわずかに超えたところで推移している。一

方，博士課程への進学率については，第一期の当

初２０％を大きく上回っていたが，修士課程修了者

数の増大とともに１３％程度に低下し，第二期はほ

ぼ一定で推移していたが，最近の１０年間は博士学

位の取得後の進路の困難さ（質的および量的な拡

大が見られない）を反映して徐々に低下し，２００８

年には８％程度となっている。

さらに修士課程修了生の就職等の状況について，

図３および図４に，それぞれ，理工系修士課程修

了者のうち，就職した者の産業別就業割合および

職業別就業割合を示した。理工系修士課程修了者

４　臨時教育審議会『教育改革に関する第二次答申』，昭和６１年４月
５　黒羽亮一『戦後大学政策の展開』玉川大学出版部，２００１年，８８-８９頁。
６　大崎仁「高等教育ユニバーサル化の衝撃［Ⅱ］」高等教育研究紀要第１８号（財）高等教育研究所，２０００年，７６頁
７　学校基本調査：高等教育機関：卒業後の状況調査：大学院
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の主たる就職先と目される製造業への就職の割合

（図３）は，大学院学生増加の第一期においては

７０％前後で一定している。第二期においては製造

業への就職割合は１０％弱の低下が見られ，情報通

信業への就職に低下した割合に相当する増加が見

られるが，最近でも理工系修士課程修了者の６０％

は製造業に就職している。また，理工系修士修了

者のうち，就職した者の職業別就業割合（図４）

によると，産業構造の変化にも関わらず，理工系

修士課程修了者は「専門的・技術的職業」（専門的

知識を必要とする業務）への就職者の割合は高く，

第一期，第二期を通じて９０％を超えており，１９９０

年代以降の急拡大期を経た最近でも９０％前後であ

る。２００８年の学校基本調査における専門的・技術

的職業従事者におけるその業種内容の割合は，科

学研究者（７.５％），機械・電気技術者（２９％），鉱

工業技術者（化学を含む，１０％），土木・建築技術

者（７％），情報処理技術者（１５％）が主であり，

これらを合わせると７０％弱になる。この内訳をみ

ても明らかなように，理工系修士課程の修了者は，
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図３　理工系修士課程修了者の産業別就職割合（就職者のみ）
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図２　理工系修士課程修了者数および就職・進学率
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純粋な研究者というよりも，技術者として就職す

る者が最も多い。こうした傾向は１９８０年頃からほ

とんど変化していないとみてよい。比較的早い時

期から，理工系の修士課程は高度専門職業人の養

成機関として機能してきたのである。

このように第一期の半ばから，製造業における

高度な技術者に対する人材需要と，それに対応し

た学生の進学需要に支えられ，理工系の大学院学

生数は順調に増加してきた。しかし，この間の大

学院への財政的支援が十分でなかったこともあり，

大学院における研究教育環境の劣悪化が進行した

ことはよく知られている。大学院学生数の急激な

増大に起因する課題なども含めた，理工学系大学

院における課題を指摘した，１９８９年の大学院教育

政策に関する研究報告は８，その後の大学院教育

に関する施策に大きな影響を与えたことは想像に

難くない。訪問調査を含めた当時の膨大な状況分

析結果を踏まえた提言は３４項目にわたり，「企業

における理工系大学院修了者の採用増の計画」等

をも参考に，理工系大学院の拡充および「設備施

設と経費」の充実の必要性が指摘されている。冒

頭の「規模と計画」には，①修士入学定員の増大，

②地方国立大学および私大を中心とした修士課程

の拡充，③修士課程における分野の新設と拡充，

④博士課程入学者の増加，⑤研究中心大学（旧帝

大系）では，教育の中心を学部から修士，修士か

ら博士へ，また，他大学からの進学の促進などが

挙げられている。さらに，「制度と組織」，「施設設

備と経費」，「教育」，「研究」，「学位・学生」にま

とめられ，研究室・講座─専攻という教育・研究

の基礎単位の弾力化，大学院教育の外部評価，大

学院の教育・研究にかかわる施設設備の飛躍的充

実などの必要性が指摘されている。

これらの提言の中から，修士課程教育に関連す

る項目について，その目標として掲げられた項目

および研究当時における現状分析の概要を表１に

示した。３４項目の提言は項目ごとに温度差があり，

具体的かつ明瞭なものから抽象的なものまでが同

居している。また，その内容をみると提言の対象

は大学または国であったり，双方であったり，ま

た，社会（企業）であったり様々である。しかし

いずれの項目も１９９０年代以降の大学院教育に関す

る政策的課題として取り上げられた事項に連なっ

ていることは明らかであろう。

１９９１年には，８大学工学部長懇談会がまとめた，

「未来を拓く工学教育─大学院改革のための検討

８　「理工系大学院の革新に関する政策的研究」高等教育研究紀要　第１０号　高等教育研究所，１９８９年９月，７-１８頁。
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図４　理工系修士課程修了者の職業別就職割合（就職者のみ）
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と提言」なる冊子が作成され，大学審議会，文部

省（当時），経済界への要望書も出されている９。

こうした状況の下で出されたのが前述の大学審議

会答申『大学院の整備充実について』，『大学院の

量的整備について』であった。１９９４年に行われた，

全国の大学院の研究科長に対するアンケート調査

の回答でも，大学院教育の充実が「重要かつ緊急

の課題である」という認識が８０％に及んでいる１０。

各大学は「大学院重点化」を合言葉に大学院の規

模拡充に積極的に取り組んでいったのである。

一方で，大学院（修士課程）の量的規模が急速

に拡大するということは，学力・適性，進学目的

等の多様な学生を受け入れることでもあり，いわ

ゆる質の低下が危惧される。１９９６年には早くも大

学審議会は「大学院の教育研究の質的向上に関す

る審議のまとめ」と題する報告を提出し，量的拡

大だけではなく質の向上にも注力すべきことを訴

えている。

その後の大学院教育の施策に関連する，大学審

議会や中教審の答申や報告書および施策には次の

ようなものがある。

１９９８年　大学審議会答申「２１世紀の大学像と

今後の改革方策について―競争的環境の中で

個性が輝く大学―」

２００２─２００４年　２１世紀 COEプログラム（採択

後５年間継続）

２００３年　日本学術会議・工学教育研究連絡委

員会報告書「グローバル時代における工学系

大学院教育」

２００５年　中教審答申「新時代の大学院教育─

国際的に魅力ある大学院構築に向けて─」

２００７年　大学院教育改革支援プログラム（原

則として採択後５年間継続）

２００７年─２００９年　グローバルCOEプログラム

２００９年　文部科学省・科学技術政策研究所「理

工系大学院の教育に関する国際比較調査」

各施策の内容に関する詳細な検討は省略するが，

２０００年代以降，「競争的環境」，「選択と集中」と

いったキーワードの下で教育・研究の効率性とア

カウンタビリティを高めることが政策の一つの柱

に位置付けられた。しかし理工系大学院における

具体的な施策に関しては上記の１９８９年の提言の内

容と実質的にはあまり変化がないのではないかと

思われる。ちなみに，表１では，掲げられた目標

のうち，その後の施策に何らかの形で組み込まれ

たものを太字で示した。このように矢継ぎ早に展

開された大学院教育に関する施策の中で，理工学

分野の修士教育に関して，大学教員の意識はどの

ように変わりつつあるのか。次節で紹介する修士

教育に関するアンケート調査を行った際の最も素

９　「未来を拓く工学教育─大学院改革のための検討と提言」８大学工学部長懇談会，１９９１年
１０　喜多村和之『現代の大学院教育』玉川大学出版部，１９９５年，２９２頁。

表１　「理工系大学院の革新に関する政策的研究」における提言の目標と当時の現状分析（１９８９年）

当時の現状分析と数値目標（かっこ内）目標提言

充足率＞１００％修士入学定員増

規模と計画

旧帝大系１０校：学部１０％に対し，修士４４％・

博士７３％
修士課程拡充の重点は地方国立大・私大

充足率４０％博士課程入学者増

適正規模である入学定員１００‐１９９人の専攻

は１ /３程度
規模の適正化

大学院政策の重点化

工学系院全体では教員１人に対し B：M：
D：助手＝５.８：１.７：０.２：０.４（国立の旧設
大学院８校では，２.４：２.７：０.７：０.７）

教育・研究の基礎単位（研究室・講座－専攻）の弾力化・

再編成
制度と組織

教育研究水準の維持・向上外的な評価システム

教育目標の明確化教育活動の研究からの分離

教育 教育内容・方法の革新研究科・専攻の教育目標の明確化

教育内容・方法の革新目標に沿った体系的・組織的なカリキュラム
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朴な疑問であった。

３．理工系大学院がめざす教育目標

３.１　理工系大学院を対象とした修士教育に関す

るアンケート調査

筆者らが所属する，（独）大学評価・学位授与機

構では，２００８年１１月に，科研費による基盤研究の

一環として，理工系の専攻に対して「大学院教

育・修士の学位審査に関するアンケート」を実施

した１１。アンケートの目的は２００５年の「新時代の

大学院教育」にも記載されている，単位修得や学

位審査等に関して，各大学の工学系および理学系

大学院の諸専攻における修士教育の現状と将来に

向けた取り組みを把握し，上記の科研研究の課題

である「過渡期の大学院教育」に関する調査研究

の今後の方向性を定めることにあった。これらの

学系を調査対象とした理由は，従来から「研究室

教育」が成果を上げている半面，いくつかの教育

上の問題点が指摘されており１２，２.１に述べた急激

な大学院生の増加もあり，とくに最近の修士教育

への取り組み方を把握することに興味が持たれた

からである。具体的には，（１）研究者の養成と高

度専門職業人の養成について教育目標として区別

が明確に意識されているか，（２）修士教育のあり

方について各専攻はどのように自己評価している

か，（３）研究者育成が中心と考えられる大学とそ

の他の大学には何らかの相違が見られるかの３点

であった。

アンケート対象は，国立大学５４，公立大学１１，

および私立大学３６の，計１０１大学の理工学系研究

科・学府等（９２１専攻）である。原則として１専

攻（専門分野）の定員数が１５名以上の専攻長に研

究科を通じて調査票を配布していただき，６８４専

攻（７４％）から有効回答を得た。なお学際領域の

環境科学や生命科学を主体とする研究科等は対象

から外してある。２００７年における大学院生総数は

２６２,１１３人で，修士課程が１６５,２１９人，博士課程が

７４,８１１人であり，専門が理学または工学である院

生は全体の約３８％（総数は９８,８０１人で３７.７％）であ

る。また，修士課程だけに限定すると専門分野は

約５０％が理工学である。統計上は「その他」に分

類される理工学研究科を含めた理工系の研究科の

修士課程入学定員は，国立１８,７１５人，公立５,３７３人，

私立９,９０３人であり，総計は３３,９９１人である。その

うちの約８２％の専攻をこのたびのアンケート対象

とした１３。

３.２　教育目標の設定

『新時代の大学院教育』では，大学院の法制上

の主要な人材養成機能，すなわち研究者養成およ

び高度専門職業人養成について，今後，必要な教

育の例として表２に掲げた項目が重要となるとし，

それぞれ必要な能力が着実に身につくよう，体系

的な教育課程を編成することを求めている。

そこでアンケートでは，答申に示されている必

要な教育の例に対して，①研究室教育および②専

攻の教育プログラム（授業）が，それぞれどの程

度有効であると考えるか（問１），また各専攻にお

いていずれの項目に教育目標として重点を置いて

いるか（問２）を尋ねた。ここでいう研究室教育

および専攻の教育プログラムは，それぞれ，明確

な定義をしたわけではない。しかし前掲の表１の

１１　アンケート調査は，科学研究費補助金・基盤研究（B）「転換期における日本の修士教育の質保証と国際通用性」（２００６
─２００８）の一環として実施された（１９３３０１９２）。

１２　大崎仁「高等教育ユニバーサル化の衝撃［Ⅱ］」高等教育研究紀要第１８号（財）高等教育研究所，２０００年，７６頁
１３　また，２００２年にスタートした，２１世紀 COEおよびそれを引き継ぎ２００７年にスタートした，グローバル COEは，研究拠
点の形成とともに大学院生教育の向上が狙いである。前者では２００２年から２００４年の３年間に，採択された理工系の専攻

数は，それぞれ，６３，５１，１４と全体で１２８（国立大学１０４専攻，公立大学４専攻，私立大学２０専攻）であるが，本アンケー

トの対象とならなかった専攻は私大の２専攻だけである。また，後者では２００７年から２００９年の３年間に，採択された理

工系の専攻数は，それぞれ，３６，３１，５（国立大学６４専攻，私立大学８専攻）と全体で７２であるが，アンケートの対象と

ならなかった専攻は私大の１専攻のみである。これらのことからも本アンケートの結果には研究中心であると考えられ

ている大学の動向は十分に組み込まれていると考えていい。さらに，２００５および２００６年に「魅力ある大学院教育」イニ

シアティブに採択された，理工系の教育プログラム５２件は，いずれも本アンケート対象の組織による提案である。また，

２００７および２００８年に「大学院教育改革支援プログラム」に採択された理工系の５８件についても同様なことが言え，大学

院教育に積極的に取り組んでいると評価されている組織はアンケート対象に含まれており，選択したアンケート対象は

アンケート実施の時点で適切であったと判断している。
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教育に関する欄にも，「教育活動の研究からの分

離」や「目標に沿った体系的・組織的なカリキュ

ラム」といったことが既に指摘されていることか

らもわかるように，理工系の大学教員にとって，

「研究室教育」，「専攻の教育プログラム」が意図

するところは十分に伝わるであろうことを期待し

て，そのままアンケートに使用した。

アンケートの設問の順番とは異なるが，はじめ

に理工系の専攻では「新時代の大学院教育」に例

示されている教育項目のうち，何が重視されてい

るか，すなわち，アンケートの問２【貴専攻の特

徴等にかんがみ，とくに重点を置いている教育目

標はどのようなものですか。】に対する回答から，

大学教員が目指す教育目標を明らかにしたい。

問２の集計結果は図５の通りであった。「重点

を置いている教育目標」の１番目に挙げられた目

標は，A「自立した研究能力の修得」が６１％と圧

倒的に多い。ついで B「多様な研究活動を通した

研鑽」が１１％，C「創造力・自立力を磨く教育」

が１０％の順であり，上位はいずれも研究者等の育

成のための教育として例示された項目である。高

度専門職業人の養成のための教育の例のいずれか

を１番目に挙げた専攻は１５％程度にすぎない（最

多はＦ「理論と実践の架橋」で９％）。また，２番

目に挙げられた目標は多様であるが，ここでも当

然その割合は異なるものの１番目に挙げられた目

標である A（１３％）， B（１９％），C（３７％）が主

役（合わせて６９％）であり，高度専門職業人育成

のための教育として例示されている Fがようやく

登場する（１４％）。さらに，３番目の目標では B

（１３％）および C（２１％）も挙げられているが，

高度専門職業人育成のための教育として例示され

ている Fおよび I「表現能力・交渉能力を磨く教

育」も，それぞれ１７％，２０％となっている。

教育目標ごとに１から３番目のいずれかに挙げ

られたものを合わせると，Aは８０％を超える専攻

で，また，Cは７０％弱の専攻において教育におけ

る重点として認識されており，ついで B および F 

が４０％前後の値となっている。高度専門職業人育

成のための教育としては Fに加えて I（３０％強）

に重点が置かれている。なお研究者等および高度

職業人の育成のための教育において，大学院組織

が独自に設定した教育（それぞれ，Eおよび K）

を重点目標として挙げた専攻はわずかであった

表２　『新時代の大学院教育』における教育目標の例示

アンケートにおける略記「新時代の大学院教育」における例示記号

研究者等の養成に必要な教育

自立した研究能力の修得学生に性急に特筆すべき顕著な研究業績を求めるのではなく，国際的にも高い水準

の研究活動に豊富に接する中で，自立して研究活動を行うに足る研究能力を修得さ

せることを目標に，その基礎となる豊かな知的学識を培う教育

A

多様な研究活動を通した研鑽比較的長期にわたる海外，企業での研究経験など，多様な研究活動の場を通じての

研鑚を積む教育
B

創造力・自立力を磨く教育学生同士が切磋琢磨する環境の中で，自ら研究課題を設定し研究活動を実施するこ

と等の学生の創造力，自立力などを磨く教育
C

プロジェクトの管理運営能力高度な研究開発プロジェクトの企画・管理等の管理運営を行える人材を育成するた

めに，学生に一定の責任と権限を与え，プロジェクトの管理運営能力を高める教育
D

高度専門職業人の育成に必要な教育

理論と実践の架橋「理論と実践の架橋」を目指すための，産業・経済社会等の各分野で世界の最前線

に立つ実務家教員を含めてバランスのとれた教員構成の下での国際的水準の高度

で実践的な教育 
F

長期のインターンシップ単位認定を前提とした長期のインターンシップによる，学問と実践を組み合わせた

教育
G

職業的倫理の涵養特定の専門領域における職業的倫理を涵養する教育H

表現能力・交渉能力を磨く教

育

高度専門職業人に求められる表現能力，交渉能力を磨く教育
I

理論的知識の体系化実務経験者に対して，理論的知識等を体系的に身に付けさせる教育J

Eおよび Kは，それぞれの教育目標に関する自由記述
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（１～２％）。

これらの結果をみるかぎり，理工系の専攻の大

半は研究者等育成のための教育に重点を置いてい

ることは明白である。ただし重点を置く教育目標

の組合せを丹念に見てみると，［A，C，F］（１６％）

あるいは［A，C，I］（１３％）のように研究者等の

養成のための教育と高度専門職業人の養成のため

の教育の例が混在している専攻が少なくないこと

も指摘しておかなければならないだろう。

さらに，重点を置く教育目標を大学類型別に集

計したものが図６である１４。教育目標の設定が大

学間の機能分化を前提するものであるとするなら

１４　重点を置く教育目標として１番目～３番目までのいずれかに回答した専攻の割合を算出した。
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図５　理工系専攻が重点を置いている教育目標

100％ 

90％ 

80％ 

70％ 

60％ 

50％ 

40％ 

30％ 

20％ 

10％ 

0％ 

国立Ⅰ 国立Ⅱ 私立 

Ｊ
．
理
論
的
知
識
の
体
系
化
 

Ｉ
．
表
現
能
力
・
交
渉
能
力
を
磨
く
教
育
 

Ｆ
．
理
論
と
実
践
の
架
橋
 

Ｃ
．
創
造
力
・
自
立
力
を
磨
く
教
育
 

Ｂ
．
多
様
な
研
究
活
動
を
通
じ
た
研
鑚
 

Ａ
．
自
立
し
た
研
究
能
力
の
取
得
 

図６　重点を置いている教育目標に関する大学類型別集計
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ば，大学類型によって重点を置く項目は異なるで

あろう。ここでは高等教育研究所（１９８９）１５に準じ

て，研究中心とみなされている大学（国立Ⅰ：旧

帝大およひ東工大），その他の国公立大学（国立Ⅱ），

私立大学（私立）の３つの類型を用いてクロス集

計を行った。

図６より，いずれの大学類型においても「A 自

立した研究能力の取得」が最も重視されているこ

とには大きな相違はないが，とくに国立Ⅰにおい

て Aを重点項目に挙げた専攻の割合が高い。研究

者等の養成のための教育であっても，国立Ⅰでは，

A, Cに重点を置く専攻が多いのに対して，国立Ⅱ，

私立では高度専門職業人の育成のための教育とし

て掲げた I，Jを重視する専攻がやや多くなる。と

くに「I 表現能力・交渉能力を磨く教育」を目標

に挙げる専攻の割合は，国立Ⅱおよび私立におい

て４０％程度に及んでいる（３番目の目標として挙

げた専攻が大半であるけれども）。

３.３　修士課程の教育方法に関する自己評価

アンケ－トの問１【中教審答申「新時代の大学

院教育」には，教育目標として研究者（等）およ

び高度専門職業人の養成が挙げられており，求め

られる教育として，次の表のような項目が例示さ

れています。貴専攻の修士課程の教育について，

どのように分析されていますか。】に対する回答

は，①研究室教育（研究室セミナー，研究指導，

研究のための実験・調査等）および②履修を義務

づけた専攻の教育プログラム（授業等）がそれぞ

れどれくらい有効であると考えるかを，４段階

（１：とても有効である，２：まあ有効である，

３：あまり有効でない，４：全く有効でない）か

ら選択する形式とした。図７は，それぞれの教育

手法についてのポジティブな評価（とても有効お

よびまあ有効）をグラフで示したものである。

専攻による自己分析では，多数の専攻が教育目

標として設定した A～ C，F，Iに対しては「研究

室教育」がより有効であることが確認され，「専攻

の教育プログラム」をも組み合わせた現行の修士

教育システムが十分に「有効である（機能してい

る）」と考えられていることがわかる。

研究者育成に重要と考えられている「A．自立

した研究能力の修得」，「B．多様な研究活動を通

した研鑽」および「C．創造力・自立力を磨く教

育」に対しては，当然のことながら研究室教育が

「とても有効」と「まあ有効」を合わせると，い

ずれも９０％を大きく超えている。専攻の教育プロ

グラムも，「とても有効」と「まあ有効」を合わせ
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図７　①研究室教育および②専攻の教育プログラム（授業）の有効性

１５　「理工系大学院の革新に関する政策的研究」高等教育研究紀要　第１０号　高等教育研究所，１９８９年９月
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た評価は８０％前後になっているが，「とても有効」

とする評価は研究室教育の７４─５５％に比して，

２０％代というはるかに低い値となっている。

ここで注目すべき点は，高度専門職業人育成に

重要と考えられている，「I．表現能力・交渉能力

を磨く教育」，「F．理論と実践の架橋」に対して

も研究室教育の方が有効であると評価されている

ことであろう。研究室教育と専攻のプログラムの

有効性が拮抗しているのは，「G．長期のインター

ンシップ」と「J．理論的知識の体系化」のみで

あった。

専攻の教育プログラム（授業）は，A，B，C，

F，Iに加えて，「H．職業的倫理の涵養」および

「J. 理論的知識の体系化」に対しても効果がある

という評価であるが，全体的な評価としては「ま

あ有効」という程度である。また，「D．プロジェ

クトの管理運営能力」および「G．長期のインター

ンシップ」に対する有効性が相対的に低いのは，

該当する教育が必要とされる理工学系の修士学生

の割合がそれほど多くないことを反映していると

思われる。一部の大学の個性的な取り組みという

方向での展開が期待される。

図８および図９は，主要な教育目標である A～

C，F，Iに対して，研究室教育及び専攻の教育プ

ログラムがそれぞれ「とても有効」であると回答

した割合を，大学類型別に示したグラフである。

図 ８　研究室教育の有効性

図 ９　専攻の教育プログラムの有効性



大学評価・学位研究　第１２号（２０１１）42

国立Ⅰでは，研究室教育に対する評価が全般的に

高く，「A．自立した研究能力の修得」については

「とても有効」と評価した専攻の割合は８６％とき

わめて高い値になった（図８）。国立Ⅱおよび私立

では，Aに対する研究室教育の有効性の割合が，

それぞれ７０％，６７％であるのと比較するとその割

合の高さが際立っている。また，Aに次いで研究

室教育の有効性が高いと評価された「C．創造力・

自立力を磨く教育」および「B．多様な研究活動

を通した研鑚」についても，「とても有効」と評価

した専攻の割合は，国立Ⅰではそれぞれ８０％，

６９％であり，国立Ⅱおよび私立と比べてより高い

評価を与えている。一方同じ教育目標に対して，

専攻の教育プログラムの有効性はどうか。グラフ

に見る通り国立Ⅱ，私立ではいずれも２０％程度の

評価であるが，国立Ⅰでは，いずれの目標におい

ても，１０％ほど高い３０％代となっている。

研究室教育について，さらに「とても有効」と「ま

あ有効」を合わせると，多数の大学教員が理工学

系の修士教育において重要と考えているすべての

項目，すなわち，A，B，C，F，Iにおいて９０％を

超えている。この点に関しては国立Ⅰ，国立Ⅱ，

私立いずれの類型でも大きな相違は見られない。

専攻の教育プログラムへの評価もむしろ（国１）

の方がわずかながら高くなっている（図９）。

３.４　修士課程修了者の進路と教育目標の関係

修士教育の目標は，当該専攻の修士課程修了者

の進路に大きく影響されることは容易に想像でき

る。すでに図２に示したように，学校基本調査に

よれば１９８０年代から理工系修士課程修了者の進路

は就職者が一貫して８割を超えており，近年では

その比率はさらに上昇し９０％に近付いている。わ

れわれが実施したアンケート調査の結果１６を見て

も，就職者が８５％以上に及ぶ専攻が全体の３分の

２を占めている（図１０）。これに対して博士課程進

学率が４０％を超える専攻は１０％未満であった。教

員の大半が研究者育成を目標として掲げているの

に対し，多くの学生は企業等へ就職している現状

は一目瞭然である。

もっとも修了者の進路が教育目標の設定にまっ

たく影響を与えていないわけではない。表３には，

多くの専攻において教育目標として設定されてい

る項目（A～ C，F，I）に対して，就職率等がど

の程度影響しているかを見るために行った，ロジ

スティック回帰分析の結果を示した。ここでは，

A～ C，F，Iの５項目が教育目標として１番目か

ら３番目までのいずれかに挙げられていれば１，そ

うでなければ０とコード化した変数を従属変数と

する。修了者の進路は，大学類型や専攻分野によっ

て異なるため，就職率の他に，大学類型（国立Ⅰ

を基準とするダミー変数），専攻分野（理学系，工

学系，工学複合領域，その他のダミー変数，工学

系が基準）をあわせて説明変数に用いた。なお，

就職率は「７５％未満」，「７５～８４％」，「８５～９４％」，

「９５％以上」の４つに区分し，「９５％以上」を基準

としたダミー変数である。

表３をみると，就職率との間に明瞭な線形関係

１６　問１７【貴専攻における修士学生の修了後の進路について，次の分類別におおよその割合をご記入ください。】に対する

回答

図１０　修士課程修了者の進路
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が認められる教育目標は，「A．自立した研究能力

の習得」と，「I．表現能力・交渉能力を磨く教育」

である。すなわち，就職率が低い専攻ほど Aが重

視され，逆に就職率が高い専攻ではＩを重視する

傾向があることがわかる。ただし定数項の符号が

示すように，Aを目標に挙げた専攻の割合に対し

て，Iを挙げた専攻の割合は，半分程度であるこ

とに注意が必要である。

B，C，Fに対しては，就職率の影響は明確では

ない。むしろ B，Fに対しては専攻分野の影響が

認められ，理学系では「B．多様な研究活動を通

じた研鑽」が，工学系では「F．理論と実践の架

橋」が重視される傾向にある。

また，３.２で指摘した大学類型と教育目標の設定

の関係は，修了者の進路を統制してもなお有意な

関連があることもわかる。国立Ⅰにおいて A，C

が目標として設定される傾向にあるのに対して，

国立Ⅱおよび私立では Iを目標に掲げる専攻が

（国立Ⅰと比べて）多い。

このように理工系修士課程の教育目標の設定は，

研究者育成を第一義的に掲げつつも，大学の特性

や学生の進路状況等に応じて，現実的な対応もあ

わせて行っているとみるべきだろう。
　

４．理工系教員の研究室教育への「信頼」
　　を支える背後仮説
　

３.１の理工系の修士教育アンケートに関する設

問を再掲すると次の通りである。（１）研究者の養

成と高度専門職業人の養成について教育目標とし

て区別が明確に意識されているか，（２）修士教育

のあり方について各専攻はどのように自己評価し

ているか，（３）研究者育成が中心と考えられる大

学とその他の大学には何らかの相違が見られるか。

これらに対し３.２─３.４に記述した関連する回答の

集計結果をまとめると次のようになる。

（１）専攻の目標として重視されている教育は，

A（自立した研究能力の修得），B（多様な研究活

動を通した研鑽），C（創造力・自立力を磨く教

育），F（理論と実践の架橋）および I（表現能力・

交渉能力を磨く教育）であるが，とくに重視され

ている目標は，答申「新時代の大学院教育」で研

究者育成のために必要な教育として例示されてい

る，Aまたは Cであった。修了後の進路として就

職する者が大多数であることを考えれば，教育目

標の設定は修了後の進路とは一致していない。博

士課程進学率が低い専攻においても，高度職業人

育成に必要な教育が目標となっているわけではな

い。従って，教育目標の区別は明確とは言い難い。

（２）教育手法としての研究室教育および専攻

の教育プログラムを比較すると，例示された教育

目標のいずれに対しても，前者の有効性が高く評

価されている。とくに，研究者育成のための教育

では，有効であるという認識が A，B，Cいずれ

の目標に対しても９０％を超える値となっている。

また，高度専門職業人の育成に必要であるとされ

ている教育についても，研究室教育の方が専攻の

表３　教育目標の規定要因（ロジスティック回帰分析、数値は偏回帰係数）

I．表現能力・交渉
能力を磨く教育

F．理論と実践
の架橋

C．創造力・自
立力を磨く教育

B．多様な研究活
動を通じた研鑽

A．自立した研
究能力の習得

－－－－－国立Ⅰ（基準）大学分類

＊＊.８９１.０６４＊＊－ .７７３－ .１３４＊－ .６１３国立Ⅱ

＊＊１.０６４－ .１８８＋－ .４８２.０６７＋－ .５３４私立

－ .２５１＊－ .５５４.３０４＊.５０３.４５８理学系専攻

－－－－－工学系（基準）

－ .１１０－ .２４９－ .２７０＋.３９６.３２３工学複合領域

.１７３－ .１６３－ .３４４.１４５.０９３その他

＊－ .８５２－ .２３２＊.７５８.４５５＊.９８５７５％未満就職率

－ .０７６－ .１５９.２４２－ .０２４.５２３７５～８４％

.１６４.１４７＊＊.５５３－ .１３０－ .２８５８５～９４％

－－－－－９５％以上（基準）

＊＊－１.３２２－ .２５５＊＊.９２８＊－ .４７３＊＊１.６５６定数
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教育プログラムより有効であるとされている。総

じて理工系の修士教育に関しては，喫緊の問題が

あるとは認識されていない。

（３）研究中心とみなされている国立Ⅰにおい

ては，研究者育成のための教育を重視する割合は

より高くなっており，研究室教育の有効性につい

ても非常に高く評価している。国立Ⅱや私立にお

いても，修了者の進路に応じた対応が行われてい

るものの，全般的には研究者育成のための教育目

標が重視され，研究室教育の有効性についての

「信頼」は大きくは揺らいでいない。

修士課程修了生の大半が就職するにもかかわら

ず，高度職業人育成のための特別なカリキュラム

は整備されていない，もしくは整備の必要性があ

るとは考えられていないのである。アンケート結

果を見るかぎり理工系の修士課程では，２.２の表１

に掲げた１９８９年の報告書の教育目標，すなわち，

教育活動の研究からの分離，研究科・専攻の教育

目標の明確化，目標に沿った体系的・組織的なカ

リキュラムは，２０年後の現在も達成されていない

ようである。高度専門職業人の育成教育の必要性

は，大学院学生が増加の第一期から大学院施策の

中で意識されて来たが，最近の「新時代の大学院

教育」答申でも取り上げられたように，「体系的な

教育プログラムの整備」が進まない，すなわち，

『長年にわたり，笛吹けど踊らず』なのには理由

があるのではないか。この問いに対する回答を以

下，仮説的に提示しておきたい。

図１１は，修士課程における教育目標と教育方法

および人材養成の対象に対する理工系教員の認識

枠組みを模式的に示した図である。これは，今回

のアンケート調査の集計結果に加え，著者らが大

学における自らの研究・教育活動を通じて経験し

た事実，ならびに著者らが他大学および他専門分

野における研究教育者および企業の経営者・就職

担当者・研究者・技術者等から聴取した見解に基

づいて実感したことを簡略にまとめたものである。

調査範囲は限定的であり，図の普遍性については

今後詳細な検証が必要であると思われるが，現状

での認識に基づいて理工系修士課程における教育

プログラムに考察を加える。

まず図１１の中央には，教育目標を（Ⅰ）既存知

識体系の修得，（Ⅱ）新知識体系の創造および（Ⅲ）

基礎的資質の修得の３つに大別して配した。あわ

せて「新時代の大学院教育」（答申）に基づいて設

定したアンケートの項目（A～ D，F～ J）のうち，

コースワーク 

研究室教育 

関連性：高 中 低 

技術者 

研究者 

既存知識体系の修得（Ⅰ） 
（G）長期のインターシップ 

（H）職業的倫理の涵養 

（J）理論的知識の体系化 

基礎的資質の修得（Ⅲ） 
（A）自立した研究能力の修得 

（B）多様な研究活動を通した研鑽 

（C）創造力・自立力を磨く教育 

（D）プロジェクトの管理運営能力 

（F）理論と実践の架橋 

（I）表現能力・交渉力を磨く教育 

新知識体系の創造（Ⅱ） 
修士論文 

図１１　教育方法・教育目標の相関図
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それぞれの教育目標に相対的に関連が深いと思わ

れる項目を記入してある１７。既存知識体系の修得

には，項目（G，H，J）のほかに一般教養，工学

基礎，専門分野に係る基礎・応用・先進的知識な

どの修得も含まれる。基礎的資質とは，大学にお

ける研究者および企業等における高度職業人の養

成に必要とされる基礎的能力をさし，項目（A～

D，F，I）に加えて，その基礎となる，心身の耐

力，倫理・博愛・矜持・公平等を含む人格，独創

性，先見性，向上心，探究心，積極性，持続能力，

決断力，胆力，論理的思考能力，集団統率力，課

題解決能力などが含まれる。なお，修士論文には，

一定のオリジナリティの創出が求められることか

ら，ここでは新知識体系の創造とした。

図１１の右側には，理工系大学院が担う主要な人

材養成の対象，すなわち研究者と技術者を置いた。

ここでいう研究者とは，大学，公的機関および民

間企業の基礎研究部門における研究者を，技術者

とは企業において主として設計，実験，開発等に

従事する者をさす。ただし，理工系修士課程の修

了者のうち，純粋な科学研究者として就職する者

が少数であることは，２.２で示したとおりである。

他方，図の左側には教育方法をアンケートと同

様にコースワークと研究室教育にわけて配置して

いる。コースワークとは，専攻に所属する全学生

を対象として，個々の教員により講義室において

講義・演習形式で行われる授業等をさす。一方，

研究室に配属された学生を対象として，研究室教

員が中心となり研究室および学外の施設を利用し

て行われる教育を研究室教育と呼ぶ。具体的には，

研究オリエンテーション，防災・安全教育訓練，

実験環境の整備，製作・計測等の実習，文献調査，

輪講，研究打ち合わせ，渉外活動，装置設計・製

作，物品購入，データ取得，修士論文執筆，学会

発表，論文投稿，企業技術者との交流，他大学と

の交流，企業訪問，就職準備などが多くの項目が

含まれる。研究室教育に費やされる労力ならびに

時間は，コースワークにくらべて通常きわめて多

い。

さらに図中に教育目標と関連する教育方法およ

び養成対象者の対応を線で表した。実線は高い関

連性，太い点線は中程度の関連性，および細い点

線は低い関連性を示す。むろん個々の教育目標と

教育方法および養成対象者の対応関係は固定的に

捉えるべきではなく，あくまで相対的な関連性の

強さを示している。図に示すように，コースワー

クは既存知識体系の修得に強く関連し，研究室教

育は新知識体系の創造および基礎的資質の修得に

大きく貢献するといってよいだろう。研究室教育

により涵養される２つの教育目標のうち，新知識

体系の創造は研究者養成においてとくに重要視さ

れる．一方，基礎的資質の修得は，研究者ならび

に技術者の養成双方において重要であることはい

うまでもない。

ここで筆者らの経験に基づいて語ることが許さ

れるならば，技術者を雇用する企業関係者が実質

上もっとも重要視するのは基礎的資質の修得であ

り，修士課程で学んだ知識および修士論文の内容

そのものは参考資料程度に考えられることが多い

ようだという点を強調しておきたい。たとえば，

企業の採用試験時に，研究室の教育方針・教育・

内容等が重視されるという意見をしばしば耳にし

てきた。研究室教育の最終的な成果物である修士

論文でさえ，研究の内容それ自体は企業関係者か

ら見て重要な評価の対象にはならず，むしろ研究

室教育を通した基礎的資質の修得が重視されると

いう。実質的な専門職業人の養成は研究室教育を

通じて行われているのである。

理工系の大学教員が，修士課程修了者の大半が

企業技術者として就職する状況を踏まえたうえで，

高度専門職業人の養成に強く結び付いた基礎的資

質を修得させることを意図して，研究室教育に多

大の時間と労力が費やしてきたのかどうかは不明

である。そうした意図とは無関係に，結果的に研

究室教育の「隠れたカリキュラム」が有効に機能

してきたとみた方がむしろ実態に近いだろう。と

はいえ，研究室教育が，学生の勉学意欲の向上に

貢献するだけでなく，大学教員ならびに企業技術

者から重要視されている基礎的資質の修得におい

て一定の役割を担ってきたことも否定できない。

１７　教育目標 G,H,Iはいずれも，図７において，研究室教育と専攻の教育プログラムの有効性に対する認識が拮抗している
項目である。これに対して他の教育目標はいずれも研究室教育の方が専攻の教育プログラムに比して有効であるとされ

ている。この点において G,H,Iと他の教育目標は，異なる類型に分類することの妥当性が見いだせる。
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それゆえ，研究室教育の役割を減らし，コース

ワークの比重を増やすことは教育の形骸化ならび

に質の低下を惹起する恐れがあり，決して望まし

いものではないと理工系の教員は直感的に感じて

いるのであろう。

しかも，急速な量的拡大にもかかわらず理工系

の修士課程修了者の多くが依然として技術者とし

て順調に就職可能であったため，現在の教育目

標・教育方法を大幅に変更する動機は大学教員に

は働かない。これまで「徒弟制」などと揶揄され

ながらも実施されて来た「研究室教育」の有効性

が依然として非常に高く評価されているのに対し，

「専攻の教育プログラム」はその必要性は認めら

れているものの有効性に対しては全体としては低

い評価しか与えられない背景にはこのような理由

が考えられよう。

さらに付け加えるならば，現状の研究室教育の

効用が「隠れたカリキュラム」に依存するがゆえ

に，理工系教員の修士課程教育に対する認識枠組

みが維持される側面にも言及したい。表４は，上

記教育目標の達成度評価結果の公表の有無および

評価結果の重要度を示したものである。前述のよ

うに，研究者養成にとって既存知識体系の修得よ

りも，新知識体系の創造が重要であると考えられ

ている。既存知識体系の修得の達成度は学業成績

として，新知識体系の創造は研究業績（投稿論文

の数など）として定量的に評価され，公表も可能

である。それに対して，研究者および技術者に

とって重要な基礎的資質の修得に関する達成度は

その測定自体が困難であり，評価結果を客観的指

標により公表することもできない。それゆえ理工

系の教員は基礎的資質の修得に対する研究室教育

の有用性に気付いていても，それは実証的裏付け

を欠いた「直感」のレベルにとどまってしまう。

その一方で有用性を否定する明確な根拠が存在し

ないため，従来の教育目標・教育方法を変更する

必要性もまた認知されないのである。

中教審答申『新時代の大学院教育』は，大学教

員の研究室教育への無自覚的な「信頼」を批判的

に捉え，各研究科・専攻における組織的・計画的

な教育プログラムの編成を提言している。そこで

は従来型の研究室教育とコースワークの充実・強

化を有機的に結びつけ「体系的な教育プログラ

ム」を編成することが期待されている。しかし

「体系的な教育プログラム」を編成するためには，

その前提条件として，研究室教育の効用を解きほ

ぐし，それを学生および社会に対して説明可能に

することが必要である。そうした作業を欠いたま

ま教育プログラムを（再）編成しても，単にコー

スワークの時間が増えただけという無意味な結末

に陥る可能性が高くないだろうか。今回のアン

ケートを通じて示された，教員が研究室教育とそ

の有用性に対して抱いている背後仮説が真である

かを検証することこそが最も重要なのである，と

いうのがわれわれの暫定的な結論である。それを

実現に移すためには，理工系の大学教員と高等教

育研究者の共同作業による研究の蓄積が不可欠で

あることをここであらためて指摘しておきたい。

５．おわりに

２.２で指摘したように，大学院学生が急増した第

二期においても，理工系修士課程修了生の就職状

況等を見る限り，１９８９年の「研究報告書」が大学

院学生増を提言した根拠であった，産業界の需要

予測はバブルの崩壊で大きく下方修正されたにも

かかわらず，パニックというような状況には至っ

ていない。ただ，修士課程修了者の博士課程への

進学率は最近では減少を見せている。産業界・社

会に対する需要への過大な期待が，博士課程の定

員に対して大学の真摯な対処が要請されている状

況などを招いていることは明らかである１８。博士

課程の学生の動向でもわかるように，専攻（教

表４　達成度評価結果の公表および結果の重要度

重要度（技術者）重要度（研究者）評価公表項目

低中有既存知識体系の修得（Ⅰ）

低高有新知識体系の創造（Ⅱ）

高高無（少）基礎的資質の修得（Ⅲ）

１８「国立大学法人の組織・業務全般の見直しについて」国立大学法人評価委員会，２００９.５.２７
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員）にとっては，研究レベルの維持には理工系の

多くの専攻において博士課程の前期として位置づ

けられている修士学生の就職が順調であることは

不可欠であり，良質の修了生を輩出することが重

要であることは自明の理である。少なくとも，研

究者育成を目指すことが学生のモチベーション，

教育の質保証に最も有効であると認識しているこ

とをアンケートの集計結果は示している。現在

ヨーロッパで進行しているボローニャ・プロセス

なる高等教育の改革において，学士・修士の２段

階学位システムの導入が１つの重要な焦点である。

理工系においては従来から企業が高く評価してい

る修士学位DiplomからMasterへの移行が進めら

れている。理工系の専攻の大学院教育の本家とも

言えるドイツでは，学修課程１９やその試験規則２０の

改定を粛々と進め，腰を据えてヨーロッパ独自の

制度として定着させるべく努力されている。詳細

は別の機会に譲るが理工系では研究室教育は依然

として教育手法として評価は高いことを指摘して

おく。

（受稿日　平成２２年１１月１０日）

（受理日　平成２３年１月２５日）

１９　B・R・クラーク，潮木守一監訳『大学院教育の研究』東進堂，１９９９年
２０　研究室における教育がカリキュラムに取り入れられているが，実験系学修課程においても，修士論文は研究である必要

がないことが明確に規定されている。
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In September 2005, the Central Council for Education issued a report that included one basic idea for 

reform in graduate education: “Graduate Education in the New Era.” The report emphasizes the personal-

training function of graduate courses, and recommends that master’s courses develop not only researchers, 

high-skill professionals and university professors but intellectual human resources that can support the 

knowledge-based society in various fields. Coming after previous reports of the Council, it also encourages 

clarification of the expected outcomes of a particular program and reconsideration of program structures as 

part of world trends. This paper will focus on the present situation of graduate education in the field of 

science and technology, with intensive emphasis on master’s program education.

This research project includes a survey of faculty members in 921 master’s programs in science and 

technology in Japan. The survey asked them whether they thought their main goal was training researchers 

or developing professional engineers. The survey shows that, regardless of the future anticipations of 

graduate students, Japanese master’s program education in the field of science and technology places 

primary emphasis on training researchers. In addition, the survey proves that the professor-guided 

laboratory work of graduate students is more highly evaluated than classroom education based on 

prescribed curricula, and this tendency is more predominant in research-oriented universities. The reason 

laboratory work is so highly evaluated in master’s programs in the field of science and technology is 

discussed in this paper from the viewpoint of “hidden curriculum.”

Based on the above, this paper suggests that a reevaluation of laboratory work is inevitable to maintain 

the efficiency of master’s education and quality assurance in the field of science and technology.
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